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研究成果の概要（和文）： 本研究は、東日本大震災で被災した宮城県仙南平野を対象とし、持続可能な「復興
緑地計画論」の構築を目的としたものである。方法論は、第一に安全な沿岸域の基盤となる海岸林の7年間の変
化を応用植物社会学調査により実施した。第二に復興まちづくりについては、岩沼市防災集団移転促進事業を対
象とし経緯の分析を行った。
 海岸林については、微地形が森の残存と種の供給に大きく寄与していることが分かった。復興まちづくりは、
自然立地的土地利用に基づくグランドデザインの作成が基本であること、被災者が主役の仕組みを創り出すこと
が重要であること、そして、協働の場としてコモンズの創出が必須であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of study is to clarify the Sustainable Reconstruction Planning
 after the Great East Japan Earthquake in 2011. The research area is the southern alluvial flat of 
the Sendai Bay, especially focused on the City of Iwanuma.The methodology is divided into two parts.
 The first is to take the research on seven years’ succession of the coastal forest based on the 
theory of applied plants sociology. The second is to clarify the process of the reconstruction 
planning in the City of Iwanuma.As for the coastal forest, it is clarified that the micro-geography 
took the important roles on the sustainability of the forest and enriching bio-diversity. For 
creating new community , the following three points were clarified. The first is to establish the 
natural land use  planning. The second is the refugees should take  main roles on the planning.The 
system of the process planning should be created. Finally, to create commons is the essential factor
 as the platform of people.

研究分野： 都市環境計画

キーワード： ランドスケープ科学　都市環境計画　復興まちづくり　緑地計画　文化的景観　参加型まちづくり　東
日本大震災　景観計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 研究開始当初は、震災後 4 年目を経過した
段階であり、多くの被災地では、復興が途上
にあった。その中で、本研究対象地である宮
城県岩沼市では、沿岸部で壊滅した 6集落が、
揃って海岸線から２キロ内陸に入った場所
に集団移転を行うことができた。４年以内に
1,000 人の人々が永住する街が誕生したこと
は、当時、大きな希望であり、今後の東海東
南海地震、更には首都直下地震をも考えると
き、どのような目標設定、復興計画、合意形
成、更には、沿岸域の安全な国土計画に基づ
く防御のシステムが形成されたのかは、学術
調査を踏まえ、社会実装にいたるプロセスを、
明確にすべきという社会的背景があり、研究
に着手した。 
 
２．研究の目的  
本研究は、宮城県仙南平野における「復興

まちづくりと沿岸域の再生」について、以下
の内容について調査、分析を行い、「復興緑
地計画論」の構築を行うことを目的とした。 
（１）壊滅した沿岸域の江戸期から継承され
てきた海岸林の被災状況と経年変化を調査
しエコシステムの調査を行う。 
（２）防災集団移転促進事業により、街が創
り出された宮城県岩沼市玉浦西地区を対象
とし、復興まちづくりの経緯を分析し、計画
論を明らかにする。 
（３）仙南平野の広範な被害を受けた広域圏
の実情を分析し、沿岸域再生のための知見を
得る。 
 
３．研究の方法 
研究の方法は、以下の通りである。 
（１）沿岸域の海岸林の経年変化とモニタリ
ングについては、津波被災直後の平成 23 年
～25 年にかけて、応用植物社会学による群落
調査を実施した（引用文献①）、そのコドラ
ート地点を中心とし、経年的変化の調査を行
った。 
（２）防災集団移転促進事業にもとづく、復
興まちづくりについては、被災直後の平成 23
年 3 月～平成 29 年 3 月までの、復興に関す
る行政資料、復興まちづくり委員会記録、仮
設住宅における住民協議会への参加、各種新
聞記事、報道、行政、企業、農業従事者への
ヒアリングなど広範な資料収集と分析を進
め、復興まちづくりのプロセスを明らかにし
た。 
（３）広域圏の沿岸域の再生については、被
災地全体の人口の変化、高齢化率の進展、宮
城県の発行する復興まちづくりカルテを分
析し、現地調査、及び沖積平野の後背地に広
がる里山の生態系調査を実施した。この結果、
本研究計画年度内（平成 27～29 年度）にお
いては、沿岸域には、いまだ大きな広域ビジ
ョンは形成されておらず、個別の復興が、行
われていることが明らかになった。このよう
な背景を踏まえて、今後、長期的年月を要す

る沿岸域の復興のモデルを提示すべきとの
考えから、この間の研究で明らかにした沿岸
域のエコシステム理論を適用し、被災集落跡
地を岩沼市から借用し、被災者の皆さんと協
働で、海岸性里山林の創出に着手し、実証実
験を行うものとした。 
 
４．研究成果 
（１）沿岸域のエコシステムの経年的調査と
エコシステムの研究 
 当該区域の海岸林は、古くは江戸期より植
林が始まり、明治～昭和と継承されてきたが、
今回の津波で壊滅した。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 岩沼市長谷釜地区調査地 
 

図１は、当該調査地の津波残存林の位 
置である。汀線から２００m ほどの位置に浜
提があり、ここを挟んで、海岸林の残存率は
大きく異なった。浜提上は 50～80％の樹林が
残存し、後背地では、筋状に津波が走り、残
存した樹林はほぼ８０％であった（図２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 海岸からの距離、微地形と津波残存林 

（引用文献②） 
 
 図１に示すように、6 本の調査ラインを設
定し、残存した海岸林の経年的変化を観察、
記録した。調査区は、汀線と並行に走る道路
を起点とし、50 ㎡の調査区を 10ｍごとに設
け、津波の影響がほとんどなかった林分もい
れて 50 ヵ所を設定した。まず、平成 27 年に
は、被災 4 年目のマツの実生の分布実態を、
目視確認により調査した（表１）。 

次に環境条件として，各調査区の土壌水
分・開空率・林床植生・周囲の高木マツの調
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査を行った。土壌水分（使用機器：Delta-T
社 ADR-ML2），開空率（魚眼レンズにより地上
50 cm で撮影）は各調査区の内の 5 地点で測
定し平均を求めた。林床植生は林床の緑被率
及びブラウン-ブロンケの被度階級が 1 以上
の全ての種を被度階級とともに階層（低木
層：高さ 1.5～3.5 m，草本層Ⅰ：0.5～1.5 m，
草本層Ⅱ：0.5 m 未満）毎に記録した。また、
各調査区周囲の高木マツの残存状況として，
大澤ら（2015）の高解像度画像（2013 年初
夏期に撮影）を用いて各地点の概ね中心から
半径 10 m 内の高木マツの樹冠の被覆程度を
判読した。 
この結果、以下の内容が明らかとなった。 

マツの実生数は、クロマツ 481 個体、アカマ
ツ 107 個体、不明 25 個体、合計 613 個体で
あった。両種とも、2013 年生の実生数が最
も多く、2014 年生は急減していた。クロマ
ツは残存高木の多い浜堤で、アカマツは浜提
より内陸側で実生密度が増加し、両種とも、
海側では著しく低かった。（図３） 

 
表１ 調査区におけるマツ類の総実生数 
 
 
 
 
 
 

図３ クロマツ実生数の推移 
 
 環境条件の平均土壌水分は、ほとんどが

10％程度以内であった。開空率は、ややばら
つきが多いもの海よりで高く、内陸に向かい
緩やかに減少する傾向がみられた。高木マツ
の樹幹被覆率は、地点４以降から高木マツが
見られるようになり、被覆率が増大した。 

 
 
 
 
 
 
図４ 高木マツの樹幹被覆の推移 
  

 以上よりマツの実生密度と環境条件の関
係性をみたが、土壌水分、開空率との直接的
な関係は見られず、実生の空間的な分布には
種子供給木となる残存高木の有無が強く影
響していた。津波以降に発芽した実生が、他
の年度と比較し 2倍以上であることは（表１）、
津波という大規模な自然攪乱により、上部を
覆っていた樹冠の多くが失われたことで、種
子提供のある場所では多数の実生発芽が得

られたものと推察される。(論文⑥) 
また、本調査地を含む津波被災地の海岸林

でカワラナデシコが多数開花している地区
が認められた。大規模攪乱に対する草本種の
動態を研究することは、今後のエコシステム
の保全に向けて重要であることから、ベルト
トランセクト内のカワラナデシコの個体数
の変動調査を平成 27-28 年に行い、計 46 区
画において 834 個体が確認された。表土流出
区は平均 90～96 株／m2であり，表土残存区及
び基盤土流出区に対し有意に高かった。さら
に強度の攪乱が生じた基盤土流出区は現時
点では株密度は低いものの，増加の兆候が認
められた。本種は表土攪乱に対する耐性のみ
ならず，それを積極的な個体数増加の契機に
していると考えられた。（論文④、⑧） 
９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ カワラナデシコの分布（津波前の樹冠
投影図と平成 26 年時の分布）：赤：昨年
の開花茎を持つ個体。黒：その他の個体、
緑：樹冠範囲）写真１カワラナデシコ 

 
以上の研究から、「海岸林における天然更

新による再生の可能性」について考察を行っ
た。写真２は、現在行われている海岸林植樹
事業、写真３は、調査地の海岸林である。被
災後7年目を経過したが、海岸林植樹事業は、
いまだ開始されていない地区があるが、海岸
性里山では、森が自律的成長を遂げている。 
「天然更新による海岸林再生」は、どのよ

うな場所でも、自然には行われないことが、
明らかになった。自律的更新が可能な場所は、
母樹が残存していた場所に限られ、そこは浜
堤など微高地で母樹が根をはることができ
た立地条件の場所であり、攪乱により、生物
多様性が回復していることが分かった。 
これは、今後、自律的海岸林を創りだして

いくためには、微地形に配慮し、もしくはこ
れを創り出す基盤整備を行い、植生調査で得
られた階層性のある樹林構成種や、植栽密度
を考案することで、新たな可能性を広げるこ
とができると考えられる。 
 
 
 
 

 
 
 
写真２       写真３ 
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写真２ 海岸林造成地（岩沼市長谷釜、2018
年 6月）植樹は開始されていない。 

写真３ 津波から残存した集落の共有林（岩
沼市長谷釜、2018 年 6 月）。浜提上の微高
地にあり、松林の自律的更新、生物多様性
の豊かな森が形成されている。 

 
（２）復興まちづくりの経緯と計画方法論の

研究 
①研究の対象地 
宮城県岩沼市は、人口 44,000 人、市域面

積 60.45㎢、奥州街道と陸前浜街道が合流す
る位置にある古くからの門前町である。東日
本大震災では、沿岸部の 6集落（相野釜、藤
曽根、二野倉、長谷釜、蒲崎、新浜）が壊滅
し、181 名の方が亡くなられた。津波による
浸水域は市域の 48%に及び、基幹産業である
農業に大きな影響を与えた。 
本研究では、津波被災発生時からの行政資

料、復興会議資料、支援者の活動、まちづく
り協議会の記録、集落での合意形成等などの
資料を整理し、復興の経緯を分析した。 
（論文③、⑤、⑦、⑩） 

②時系列に沿った復興のプロセス 
A.グランドデザインの策定と自然立地的土

地利用の導入（2011 年 4～8 月） 
岩沼市の震災復興計画の特色は、被災直後 

の 2011 年 5月、復興の道筋を描くための「震
災復興会議」を立ち上げたことであった。 
これは、被災者代表、行政、農業団体、商

工会議所、市民等からなる復興会議で、４ヵ
月間で集中的審議を行い、グランドデザイン
を策定した。７つの目標、①仮設住宅の早期
建設、②津波からの安全なまちづくり、③農
地の回復と農業の再生、④雇用の創出、⑤自
然エネルギーの活用、⑥多重防御としての千
年希望の丘の創造、⑦文化的景観の保全と再
生が定められた。最大の難問は、逃げる高台
のない沖積平野で、安全なまちをどこに、ど
のようにつくりだすかにあった。 

これを解決するため、まず、被災地の実地 
調査を行った。津波で残存したエリアを分析
する中で、当該地域には３列の浜堤と自然堤
防があり、微高地を形成されており、このエ
リアの津波被害が比較的軽微であることが
分かった。これを踏まえて、地質・微地形・
植生等の基盤情報を活用し、「自然立地単位
図」（図６）を作成し、復興まちづくりの土
地利用基本図とした。 
 

B.被災者による自主的なまちづくりの検討 

（2011 年 11 月～2012 年６月） 
岩沼市の復興の特色は、グランドデザイン

策定後、法定計画に基づくまちづくりの検討
が開始されるまでの間、被災者が自主的に考
え、理想の町のイメージを創り出していった
ことにあった。ワークショップは、平成 23
年 11 月に第一回が行われ、平成 24 年６月ま
でに、延べ 10 回開催された。この特色は、
被災者を主役とし行政は意見を出さずに、白

紙から新しい街を考えていったことにあっ
た。以下の原則を共有することができた。 
①旧集落のような緑豊かなまちとする。 
②6 つの集落のコミュニティを分断せず街
づくり計画に反映させる。 
③災害公営住宅と自力再建住宅を同じエ
リアにつくり、人の絆を大切にする。 
④移転地を居久根で囲い、美しいふるさと
の景観を継承していく。 
 

C.「玉浦西まちづくり検討会」の発足と基本
計画の策定（2012 年 6月―2013 年 11 月） 
平成 24 年 6 月、正式に防災集団移転促進

事業によるまちづくりを検討する「玉浦西地
区まちづくり検討委員会」が発足した。この
検討会は、平成 25 年 11 月までに延べ 28 回
の委員会を開催し計画案をまとめた。岩沼市
の復興計画は、自主的まちづくりで検討を重
ねた案を基本とし、4 つの原則は、すべて組
み込まれ、基本計画が成案となった。 
６つの集落は、揃って同じ地区に集団移転

をすることが、決定された。今日でいう、「コ
ンパクトシティ」が実現された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 自然立地単位図（引用文献③） 
図 7 防災集団移転促進事業対象地 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 玉浦西の復興まちづくり基本計画図 
 
新しいまちは、6 つの旧集落がクラスター

状にコミュニティを形成し、中央を緑道が通
り大小 4つの公園がネットワーク化され、周
囲には住民の力で居久根が整備された。 
 
D.「玉浦西まちづくり住民協議会」によるコ
ミュニティづくり（2014 年 1月―継続中） 
新しい街の誕生と共に、平成 26 年 1月「玉

浦西まちづくり住民協議会」が発足した。こ
の協議会は、今日に至るまで新しいコミュニ
ティ運営の中核となる役割を果たしている。 



図 9 は、平成 23 年の住民数 1,883 人（こ
の内、移転希望者 1,504 人）と、平成 29 年
12月現在の住民数825人をまとめたものであ
る。玉浦西には、他の地区の皆さんも移転し
ているため、実際の住民数は約 1,000 人であ
る。被災地で最も早期に実現した集団移転で
あったが、当初希望者の約 50%のみが移転を
行った結果となった。 
復興は、家庭の将来、健康、教育等が複雑

に絡み合っており、「スピード」が極めて重
要であることが分かった。 

図９ 住民数の比較（平成 23 年と 29年） 
 

（３）仙南平野の沿岸域の再生と海岸林の 
社会実装 

 仙南平野、2 市 2 町の復興の歩みは、多様
な道をたどった。名取市は、「復興土地区画
整理事業」を計画し、嵩上げ工事、合意形成
に時間を擁した。岩沼市は、6 集落が協力を
し、移転地での暮らしが開始されている。亘
理町は分散型復興の道を歩み、小規模集落が
11 ヵ所誕生した。山元町は、常磐線に沿って、
３つの拠点が形成されている。 
復興まちづくりは多様であるが、沿岸部に

ついては、要となる海岸林のビジョンは示さ
れていない。本研究では、沿岸域のエコシス
テム研究の成果を踏まえて、モデルとなる海
岸性里山の創造を社会実験として行うこと
とした。対象地は旧集落跡地とし、被災者の
皆さんから、かつての実態と利用について伺
い、協働で植樹を開始した。 
樹種は、鎮守の杜や居久根から平成 23 年

に採取し、仮設住宅で育ててきた郷土種（ア
カガシ、アラカシ、ウラジロガシ、コナラ、
クヌギ）であり、常落混交林の形成を目標と
した。図 10 は、平成 28 年度の植樹本数（計
3,349 本）と平成 30 年 5 月の残存本数 2,152
本の種別内容である。実験地は、自力作業で
あるため、公共事業で行われている風除け柵
や良好な土壌の導入は不可能であり、厳しい
自然との競争となっている。残存率は 64％で
あるが、平成 30 年度に更に 700 本の植樹を
追加し、実験を継続している。写真４は、実
験林の現在の姿であり、当初の予想通り、落
葉樹（コナラ、クヌギ、カシワ等）の生育が
良好で、その下で成長の遅い常緑広葉樹が生
育しており、被災者の皆さんが定期的に管理
をし、放置した森とはなっていないため、10
年後には、生物多様性豊かな海岸性里山が、
被災地で始めて、誕生するものと推定される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 海岸性里山実験林の主な樹種と変化 
写真４ 常落葉混交林の第一段階 
 
（４）むすび 
 本研究では、「復興まちづくりと沿岸域の
再生」について、「復興緑地計画論」の要と
なる、以下の知見を得ることができた。 
①復興まちづくりにあたっては、沿岸域の安
全な基盤形成と、居住地のまちづくりの双
方からのアプローチが必要である。 

②沿岸域の安全性を確保する海岸林につい
て、本研究では 7年間の変化を詳細に調査
し、自律的更新が可能となる生物多様性豊
かな海岸林の構造を明らかにした。 

③更に、これを踏まえて、モデルとなる海岸
性里山林を、被災者の旧居住地に協働で創
り出す社会実験を開始した。 

④「復興緑地計画論」は、第一に土地利用の
基盤となる自然立地単位図を創り出し、基
本方針の設定を行うことが重要である。第
二に、被災者自らが考えるプロセスを創る
ことが重要で、これにより合意形成を速や
かに行うことが可能となる。第三に、集落
にはコモンズ（共有地）が必要であり、こ
こでは、居久根、公園緑地等のグリーンイ
ンフラストラクチュア―が基盤となった。 
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